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§１．研究開発実施体制 
 
（１）「研究開発代表者（PL）」グループ（九州大学） 
① 研究開発代表者：馬奈木 俊介 （九州大学 大学院工学研究院、主幹教授） 
② 研究項目 

・全体の統括および研究の政策提言などへの活用 
 
（２）「共同研究グループ a」自治体評価グループ（早稲田大学） 
① 主たる共同研究者：伊坪 徳宏 （早稲田大学 理工学術院 創造理工学部、教授） 
② 研究項目 

・国・自治体を対象にした環境・社会影響の評価 
・環境 LCA と社会 LCA を包括して国、自治体に活用するための方法論を構築 
・社会影響におけるエンドポイントの統合化に向けた評価手法を開発する 
・自治体を対象にした環境・社会フットプリントの検討 
・教育を中心としたライフサイクル社会影響評価手法の開発 

 
（３） 「共同研究グループ b」製品評価グループ（九州大学） 
① 主たる共同研究者：武田 秀太郎 （九州大学 都市研究センター、准教授） 
② 研究項目 

・企業・組織のサステナビリティ評価と活用、自治体を対象とした活用 
・企業のストック・フロー評価方法の開発 
・企業との連携に基づくケーススタディ 

 
§２．研究開発成果の概要 
本研究課題の共同研究者らは、ネイチャーポジティブを達成するためには、環境変化による

人々の健康被害の軽減だけでなく、性的格差や収入格差などの社会的影響の軽減が、生態系の

価値の認識と行動の変容において重要であることを既に科学的に証明している（Nature 
Sustainability, 2022）。これらの成果を基に本研究開発では、環境側面に加えて社会的側面も

含めた新たな持続可能性評価手法の構築を目指している。 
本目的に向けた今期の研究開発成果は以下の通りである。 
共同研究グループ a では、potentially extinct ratio と気温との関係を用いて、気候変動が生

物多様性リスクに与える影響をライフサイクル影響評価した。8,400 種ごとに生息分布域の変化を

予測すると共に、鳥類、爬虫類、哺乳類、両生類、維管束植物の 5 つの分類群について、単位温

室効果ガス排出量あたりの生物多様性への追加的影響を示す characterization factors (CFs) 
を算出し、それぞれ、0.017、0.017、0.025、0.027、0.040（PDF・km2・year・kton-1）と推定され、

両生類、植物、哺乳類が相対的に高感度であることを明らかにした（Ecological Indicators, 
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2023）。 
共同研究グループ b では、最新のリモートセンシング技術を活用した自然資本の測定をおこな

った。日本の森林を対象とする分析から、植林と適切な森林管理が CO2 の除去を増加させ、国お

よび地域の自然資本に貢献できることを明らかにした。分析の結果からは、森林による年間の CO2

除去が排出量の 15.3％を相殺し、日本の自然資本を 6.8％増加させる可能性があることが示され

た他、既存の森林における総 CO2 除去が 2030 年頃にピークを迎え、その後減少するということが

明らかにされ、2030 年以降も選択伐採、間伐、再生などの活動を通じて既存の森林を管理し、高

い炭素吸収レベルを維持することが重要であることが示された（Scientific Reports, 2023）。 
研究開発代表者グループでは、共同研究グループ a、ならびに b での研究を通じて明らかにな

った科学的知見を研究代表者（馬奈木俊介）が統括代表執筆者を務める IPBES-IPCC共同報告

書やトップジャーナルにおいて掲載（Science, 2023）するなど、研究者や学術界に広く認識共有

する活動を行った。 
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